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松戸市 

基礎情報 

【人口】483,480 人  【世帯】215,627 世帯（平成 27 年国勢調査より（総務省））   

【母子・父子世帯数】 

母子・父子世帯数 2,430 世帯（母子世帯 2,133 世帯、父子世帯 297 世帯）（平成 22

年国勢調査より（総務省）） 

 

概要 

○ひとり親家庭向けの諸手当の窓口となる部署において、母子・父子自立支援員と就業支

援専門員を一体的に配置する体制に変更することで、ひとり親家庭の相談件数の増加、相

談者の利便性向上に取り組んでいる。 

○「ひとり親家庭のしおり」を作成し、児童扶養手当の現況届提出会場などで配布するこ

とにより、広報の充実を図っている。 

○庁内連携チーム「子どもの未来応援検討チーム」の設置などにより、市役所内でのひと

り親家庭への意識の共有、部署間での連携が進んできているほか、生活困窮者自立支援制

度とひとり親家庭等生活向上事業の学習支援事業を活用して効率的に子どもの学習支援

に取り組む。 

○児童扶養手当の現況届におけるひとり親家庭の利便性向上のため、窓口開設において夜

間や休日開設を行うほか、会場へ就業支援専門員を配置し、相談機能を強化して対応して

いる。 

○民間委託により就労支援専門員を配置している。 

 

【体制】 

ひとり親家庭支援の担当部署である子育て支援課では、主に児童扶養手当等の給付、ひとり

親の就業支援や、ひとり親家庭の生活全般に関する相談に対応している。子ども家庭相談課で

は児童虐待や DV の相談を受け付けており、主に来訪者からの相談業務を担当している。 
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松戸市の子ども部の構成（部署名、主な事業内容） 

部署名 主な事業内容 

子ども政策課 

（市役所新館内） 

 子ども総合計画の推進など 

幼児教育

担当室 

就学前保育・教育の充実など 

子育て支援課 

（市役所新館内） 

 子育ての総合案内、地域子育て支援（おやこ DE 広場・子育

て支援センター）、放課後児童クラブ、ひとり親家庭の相談・

支援など 

※母子・父子自立支援員 2名、就業支援専門員 1 名 

児童給付

担当室 

児童手当、児童扶養手当、ひとり親家庭等の諸手当、高等学

校入学貸付 

子どもわかもの課 

（中央保健福祉セ

ンター内） 

子ども会、こどもの遊び場、青少年相談員、少年センター、児童福祉館 

子ども家庭相談

課 

（中央保健福祉セ

ンター内） 

 家庭児童相談、子どもと女性に対する暴力の相談、通告、養

育医療など 

※婦人相談員、家庭相談員配置 

母子保健

担当室 

妊婦・乳幼児の健康相談・健康診査、母子健康手帳交付、妊

婦・乳幼児の家庭訪問や教室、不妊治療費助成 

幼児保育課 

（市役所新館内） 

管理係 保育施策の企画調整、保育所の任期付職員及び臨時職員

等の採用 

入所入園

担当室 

保育所（園）の申請（入所手続、入所情報、保育料納付、一

時特定保育） 

保育運営

担当室 

保育所等の保育、栄養、保健衛生の調整・協議、市立保育

所の施設整備 

出典）松戸市ホームページより作成 

 

（１）母子・父子自立支援員の配置部署を見直しワンストップ窓口を実現 

①背景 

 平成 27 年度まで、母子・父子自立支援員は、子ども家庭相談課（家庭児童相談、子どもと

女性に対する暴力の相談、通告、養育医療など）の所管で、婦人相談員及び家庭相談員ととも

に配置されていた。 

 子ども家庭相談課は、松戸市役所（新館）から徒歩 5 分程度の距離にある中央保健福祉セン

ター内に設置されている。一方、児童手当や子ども手当、児童扶養手当、ひとり親家庭の扶助

に関する業務を所管している子育て支援課は、市役所（新館）内に設置されている。 

 このため、児童扶養手当等の手続きのため市役所に訪れたひとり親が、手続きとあわせて母

子・父子自立支援員に相談をしたくても、相談部署が他の建物にあるため、手続きのついでに

気軽に相談するといった状況ではなかった。 

 一方で、子育て支援課には、数年前から就業支援専門員を配置し、就業相談を行っていた。 
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②工夫と効果 

 平成 28 年 4 月から、母子・父子自立支援員の所管を子育て支援課に異動し、児童扶養手当

等の相談や手続きに訪れるひとり親が、ひとり親家庭全般についての相談もすぐ近くで行える

ように、ワンストップの総合的な窓口へと変更した。 

 その結果、児童扶養手当等の手続きに訪問するひとり親が、母子・父子自立支援員に気軽に

相談できるようになり、相談件数が増加するという効果が見られている。また、就業支援専門

員と母子・父子自立支援員が同じ部署に配置されることで、状況に応じて母子・父子自立支援

員と就業支援専門員の双方が同席して相談を行うなど連携して支援ができるようになり、相談

者のニーズに合わせた柔軟な対応を行っている。 

 また、相談件数のさらなる増加を見越し、平成 28 年 8 月からは母子・父子自立支援員を 1

名（週 4 日勤務）から 2 名（それぞれ週 4 日勤務）に増員し、相談のための体制の充実にも取

り組んでいる。 

 

③母子・父子自立支援員の増員について 

 母子・父子自立支援員の増員にあたっては、ハローワーク、市のホームページと広報に募集

の案内を出した結果、1 名の採用枠に、ハローワーク経由で 4 名、広報経由で 1 名のあわせて

5 名の応募があり、無事採用ができた。 

 

（２）「ひとり親家庭のしおり」を作成し、児童扶養手当の現況届提出会場などで配布 

①背景 

 松戸市では、子育て全般を対象とした「松戸市子育て情報サイト まつど DE 子育て」を構

築するなど、子育て支援に着目した取組を行っているものの、ひとり親家庭を対象にしたパン

フレット類はなかった。 

 一方、他の自治体ではひとり親家庭向けのパンフレット等を作成、配布していることから、

松戸市でもひとり親家庭向けのパンフレットが必要と判断した。 

 

②工夫 

平成 28 年度に、現況届の受付時期にあわせ、ひとり親の支援をとりまとめた「ひとり親家

庭のしおり」を作成した。「ひとり親家庭のしおり」には、テーマ別の支援内容や問合せ先情報

等を掲載している。 

「ひとり親家庭のしおり」の作成により、ひとり親からの問合せに対して関係部署への紹介

を行いやすくなった。また、住宅関連部署とのつながりもでき、独立行政法人都市再生機構（UR

都市機構）の紹介なども行いやすくなっている。これまで、住宅関係では、市営住宅などの公

営住宅のみの情報であったが、UR 都市機構の子育て割の情報も入るようになった。 

 

注）UR 都市機構の子育て割りとは、満 18 歳未満の子（孫、甥、姪などの親族を含む）を扶

養している世帯等で、世帯の所得合計が月 25.9 万円以下である世帯を対象に一定期間募

集家賃を 20％減額（減額上限は月 25,000 円）する制度 
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松戸市「ひとり親家庭のしおり」 

 

 

出典）松戸市「ひとり親家庭のしおり」 
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（３）市役所内の関連部署との連携 

①庁内連携チーム「子どもの未来応援検討チーム」の設置 

平成 28 年 1 月に、子どもの貧困対策等を検討するため、市長をトップとした庁内横断的なプ

ロジェクトチームとして、「子どもの未来応援検討チーム」を設置した。参加部署は、子ども部

子育て支援課、経済振興部商工振興課、街づくり部住宅政策課、教育委員会等多岐に渡る。 

検討チームでは厚生労働省の「ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト（施策の方

向性）」に則り「学び」「仕事」「住まい」等 6 つのテーマで分科会を設置し、それぞれひとり

親家庭等への支援の現状と課題、これからのあるべき支援の姿を検討している。 

この検討チームでの議論を通して、従来からひとり親家庭への支援施策を主に担っていた子

ども部以外の部署でも、ひとり親家庭への理解が進んだといった効果がでてきている。 

 

②生活困窮者自立支援制度「子どもの学習支援事業」と連携した子どもの学習支援への取組 

子育て支援課では、生活困窮者自立支援制度の各種事業を所管している福祉長寿部生活支援

課と共同で「子どもの学習支援事業」を実施することで、事業を効率的に展開している。 

ひとり親家庭支援の中で、保護者ではなく子どもにダイレクトに行う支援の充実を図り、貧

困の連鎖を断ち切ることにつながるよう学習支援を行うことになり、2 年前から生活困窮者自

立支援制度の関連で取組まれていた「子どもの学習支援事業」と連携して一体的に行うことに

なった。 

生活困窮者支援制度とひとり親家庭等生活向上事業のうち、子どもの生活・学習支援事業の

2 つの財源を活用することで、「子どもの学習支援事業」の事業規模を拡大して事業を行ってい

る。利用者のうち、児童扶養手当を受給している家庭の利用者を子どもの生活・学習支援事業、

それ以外の家庭の利用者を生活困窮者自立支援制度とし、それぞれの利用者の人数で予算を按

分して活用している。 

支援の内容としては、学習支援事業（学校の勉強の復習、宿題の習慣づけ、学び直し、高校

受験等のための進学支援）、居場所作り（子どもが安心して通える場所を提供し、日常生活習慣

や社会性を育むための支援）、カウンセリング（必要に応じて心理カウンセラーによる相談）を

行っている。 

 

③生活困窮者については自立相談支援センターと連携 

相談に対応する中で、緊急性の高い経済的問題を抱えている場合など、必要に応じて生活困

窮者自立支援制度の自立相談支援センターと連携している。 

 

（４）児童扶養手当の現況届の受付時期に、窓口開設期間の工夫と相談機能を強化 

 松戸市では、これまでも税などの分野で窓口の夜間や休日開設などに取り組んできている。

そうした取組の中で、児童扶養手当の現況届の受付時期に、窓口開設期間の夜間延長や休日開

設を実施している。 

具体的には、児童扶養手当の現況届の受付時期（8 月）には、特設会場（市役所の本館 2 階

大会議室）を設置、そのうち平日 20 時まで受付時間を延長する日（2 日）や日曜日に受付する

日（1 日）を設定している。 

また、現況届受付の特設会場に、就業支援専門員を配置した就業相談コーナーを設置し、気

軽に相談に寄れる体制を整えるほか、ひとり親家庭の生活全般の相談（児童の就学資金等の貸

付相談含む）にも対応できるように相談機能の強化を図っている。 
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なお、就業支援専門員については、夜間や休日に配置するため、委託業務の仕様書の中で、

該当業務への従事を明記して対応している。 

 

（５）民間委託による就業支援専門員の配置 

就業支援専門員は、テンプスタッフキャリアコンサルティング株式会社へ委託しており、1

名が配置されている。平成 28 年度から、従前の週 4 日勤務から週 5 日勤務へと出勤日を増や

し、相談受付を拡充している。 

就業支援専門員の委託にあたっては、専門的なスキルを持ったスタッフを確保するため、「キ

ャリアカウンセラーの資格を有し、過去に企業等において就職人事担当部局等で就業に関する

相談を経験したことのあるもの又は公共職業安定所において就職支援に従事した経験のあるも

の」（厚生労働省資料より）等を募集要件とし、平成 20 年度から委託している。 

 

以上 


